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(expend i ture tax)を取り上げ、直懐税改革の指針を提供している。特に個人所得税と法人所得税の接点、
として配当控除制度、外国税額搾除制度の問題を公平課税、中立課税の観点、から分析している。第 2章は
税収を確保したい国家の目的と経済厚生を最大にしたい法人企業の目的の接点、において、国際間二重課税
の排除方法として何が望ましいかを小国モデルを用いて検証している。また第3章では、国際的な租税戦
略問題として国際的資本移動がある場合の資本輸出国政府、資本輸入国政府、多国籍企業の各エージェン
トが相互に作用しあいながら、より高い経済惇牛が得られる税制への到達を遺伝的アルゴリズムを用いた
シミュレーションによって検証している。
第2章での結論はつぎのようなものである。資本輸出国の投資家が外国法人の利益の内部留保に関して
決定権をもっケースでは、外国税額枠|徐制度は本来、資本輸出国にとって国際間で資本輸出の中立性が実
現できる制度であるが、課税延期制度がある場合には設資決定に税制が影響を及ぼし、資本輸出の中立性
が実現できない。また、課税延期制度がある場合の経済厚生は、課税延期制度がない場合の経済厚生より
も低いものとなる。課税延期を認めない税制としてインピコ.テーション方式や見なし実現課税の方法があ
るが、それらの措置は経済厚牛ーを高める結果をもたらし、公平課税の原則と適合するという大変、興味
深い結論に達している。第3章の結論は資本の限界収提についての仮定がまったく異なるために、同列に
評価できないが、現代多国籍企業の特異ケースとしては大変、おもしろいものである。つまり、本国投資
家にとっては外国税額控除方式が望ましく、ついで圏外所得免除方式が望ましい税制であり、本国政府に
とっては外国税額控除方式は望ましい税制ではなく、国外所得免除方式のほうが望ましい。この方式は現
地国政府にとっても外国税額控除方式のつぎに望ましい税制である。この結巣は、外国子会社に利益の留
保がなく、利益のすべてが資本輸出国の株主に帰属する場合には消費で測った資本輸出国の経済!学生は海
外投資からの利益を反映することになり、たとえ国外所得免除方式により税収がなくとも望ましいといえ
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る。したがって、圏外所得免除方式は資本輸出国政府、資本輸出国の投資家、資本輸入国政府のすべての
エージェントが海外投資からの利益を享受できる税制である。
結論はきわめて簡明であるが、新しい試みによって研究の発展に寄与した功績は大きく、課程博士の学
位に値する優れた業績であると判断する。
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